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1 はじめに

2 主任者制度

2 主任者制度の概要

（2） 主任者の役割

（1） 主任者になるには
貸金業務取扱主任者（以下「主任者」という）になるためには、貸金業務取扱主任者資格試験（以下「資格試
験」という）に合格し、この手引きで案内する主任者登録の申請を行わなければなりません。資格試験に合格
しただけでは、主任者ではなく、資格試験の合格者であるということになります。また、登録の更新を行わず、
登録の有効期限を経過した場合も同様の扱いとなります。

（3） 登録事務の委任
主任者登録に関する事務は、貸金業法第24条の33の規定に基づき内閣総理大臣より委任を受け日本貸金業協
会が行います。

（4） 登録講習について
貸金業法第24条の36に規定する内閣総理大臣の登録を受けた者（以下「登録講習機関」という）が行う講習
です。
以下の場合、主任者登録の申請日の前６ヵ月以内に行われる登録講習を受講することが必要になります。
　・資格試験に合格した日から10ヵ月（※）を超えて主任者登録の申請を行う場合
　・主任者登録更新の申請を行う場合
　　※団体申請はこの期間が９ヵ月です。

（1） 貸金業者の義務【参考】
貸金業者は、資格試験に合格し、主任者登録を完了した主任者を営業所または事務所ごとに所定の数（貸金業
の業務に従事する者に対する主任者の割合が50分の１以上となる数）を配置し、管轄の財務局長または都道
府県知事（以下「登録行政庁」という）に届け出る必要があります。

（2） 主任者登録を受けることができる方
資格試験に合格し、登録の拒否要件に該当しない方は、申請を行うことにより、主任者登録を受け、主任者に
なることができます。
主任者登録を行うことは個人の任意であり、主任者として業務に従事する予定のない方は登録の必要はありま
せん。また、登録を行わないことにより資格試験合格の資格が失効することはありません。

貸金業法上、「貸金業の業務に従事する使用人その他の従業者が、貸金業に関する法令の規定を遵守して、貸
金業の業務を適正に実施するために必要な助言又は指導を行う」とされています。
また、「貸金業者は、主任者がこうした助言及び指導の職務を適切に遂行できるよう配慮しなければならない。
貸金業務に従事する使用人その他の従業者は、主任者が行う助言を尊重し、その指導に従わなければならない」
とされています。

「登録の拒否要件」参照５ P

「登録講習の免除について」参照６ P


